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答申第１０３号（諮問第１０８号） 

 

答 申  

 

１ 審査会の結論 

埼玉県知事（以下「実施機関」という。）が「○○○○○○○○における○○○○に関

する全ての記録」（以下「本件対象保有個人情報」という。）について平成２５年１月３

１日付けで行ったその存否を明らかにしないで開示請求を拒否した決定は、妥当である。 

 

２ 異議申立て及び審査の経緯 

（１）異議申立人の代理人（以下「代理人」という。）は、埼玉県個人情報保護条例（平成

１６年埼玉県条例第６５号。以下「条例」という。）第１５条第２項の規定に基づき、

開示請求者本人（以下「児童Ａ」という。）の法定代理人として、実施機関に対し、平

成２５年１月２１付けで、本件対象保有個人情報の開示請求（以下「本件開示請求」

という。）を行った。これに対し実施機関は、本件対象保有個人情報の存否を答えるだ

けで不開示情報を開示することとなるとして条例第２１条第２項の規定に基づき、平

成２５年１月３１日付けで本件対象保有個人情報の開示をしない旨の決定（以下「本

件処分」という。）を行った。 

（２）代理人は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）に基づき、平成２５年３

月２５日付けの異議申立書により、実施機関に対し、不開示部分の開示を求める旨の

異議申立て（以下「本件異議申立て」という。）を行った。 

（３）当審査会は、本件異議申立てについて、平成２５年４月５日付けで、実施機関から

条例第４１条の規定に基づく諮問を受けた。 

（４）当審査会は、本件異議申立てについて、平成２５年４月５日付けで、実施機関から

理由説明書の提出を受けた。 

（５）当審査会は、本件異議申立てについて、平成２５年６月１４日付けで、代理人から

意見書の提出を受けた。 

（６）当審査会は、本件異議申立てについて、平成２６年１０月２１日、実施機関からの

意見聴取を行った 
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３ 代理人の主張の要旨 

  （省略） 

 

４ 実施機関の主張の要旨 

  実施機関が主張している内容は、おおむね以下のとおりである。 

開示請求された保有個人情報については、当該保有個人情報の存否を答えること自体

が開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれのある情報を開示することとなり、

また、婦人相談・婦人保護事務又は事業の性質上、○○○○○○○○（以下「○○○○」

という。）における婦人相談・婦人保護業務の適正な執行に支障を及ぼすおそれがある情

報を開示することとなる。このため、当該保有個人情報の存否を答えることにより、条

例第１７条第３号及び第７号に該当する不開示とすべき情報を開示することとなるので

存否を答えることはできない。 

 

５ 審査会の判断 

（１）本件対象保有個人情報について 

実施機関は、本件対象保有個人情報の存否を答えるだけで、条例第１７条第３号及

び第７号に該当する不開示とすべき情報を開示することとなるため存否を答えること

ができないとする本件処分を行っているので、存否応答拒否の該当性について、以下

検討する。 

（２）○○○○の業務について 

   （省略） 

（３）個人情報の存否応答拒否について 

   条例第２０条は、「開示請求に対し、当該開示請求に係る保有個人情報が存在してい 

  るか否かを答えるだけで、不開示情報を開示することとなるときは、実施機関は、当 

  該保有個人情報の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否することができる。」 

  と規定している。 

   一般的に、実施機関は開示請求に係る保有個人情報が存在していれば開示決定又は

不開示決定を行い、存在していなければ不開示決定を行うことになる。しかしながら、
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開示請求に係る保有個人情報、例えば特定の個人の病歴に関する情報などの存否を明

らかにするだけで条例第１７条第１号から第８号の不開示情報を開示することとなる

場合がある。この場合には、保有個人情報の存否を明らかにしないで開示請求を拒否

できることとしている。 

（４）本件対象保有個人情報の存否応答拒否の適否について 

   本件の開示請求者は児童Ａの法定代理人である父と母の連名でされたものである。

上記（２）イにあるように、○○○○においては○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○保護に十分配慮することが必要であり、○○○○○○○○○○○○がある両

者連名の開示請求に対して保有個人情報の存否を答えることは、○○○○の適正な事

務の執行に支障を及ぼすおそれがある情報を開示することになる。したがって、児童

Ａの記録があるか否かを答えることは、条例第１７条第７号に該当する情報を開示す

ることになる。 

   また本件は、「○○○○○○○○における○○○○に関する全ての記録」についての

開示請求であるが、そもそも○○○○の業務の性格上、子供だけで○○○○を利用す

るということはありえない。したがって、児童Ａの記録があるか否かを回答すること

は、児童Ａ以外の第三者の情報を開示することになる。また、そのことは○○○○に

○○をしたり、○○○○に○○を求めようとする人たちの信頼を裏切り、○○○○の

適正な事務の執行に支障を及ぼすおそれがある。 

   よって、児童Ａの記録があるか否かを答えることは、条例第１７条第３号及び第７

号に該当する情報を開示することになり、存否を答えることはできないという実施機

関の主張は首肯できる。 

      なお、代理人は、「情報の存否に関しては、条例第２０条に規定されており、形式的

には本条で存否回答を拒否し、個別具体的な理由として条例第１７条第３号及び第７

号を提示すべき」と主張する。確かに、実施機関の決定通知書には条例第２０条が明

示されてはいないが、実質的には第２０条の内容が示されていると解されるので、結

果において不当とは言えない。    

（５）代理人のその他の主張について 

   代理人はその他種々主張するが、いずれも当審査会の判断を左右するものではない。 

（６）結論 
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以上のことから、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（答申に関与した委員の氏名） 

礒野 弥生、長田 淳、土田 伸也 

 

審査会の経過 

年 月 日 内 容 

平成２５年 ４月 ８日 諮問を受ける（諮問第１０８号） 

平成２５年 ４月 ８日 実施機関から理由説明書を受理 

平成２５年 ６月１７日 代理人から意見書を受理 

平成２６年１０月２１日 実施機関からの意見聴取及び審議 

平成２６年１１月２８日 審議 

平成２７年 １月２０日 審議 

平成２７年 ２月２７日 答申 

 


